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はじめに
近年，経営学の分野において「日本型経営」が論議の的となっている。この
「日本型経営」の研究視角には種々のものがあげられるが1), 私見によれば日
本型経営研究の視角は，まず従来わが国の経営学は第2次世界大戦後の日本社
会の欧米崇拝気運に即して特にアメリカ経営学がわが国経営学の主流として積
極的にとりいれられ従来の伝統的な日本の経営が前近代的，封建的なものとし
て排斥排除されてきたのであるが，近年になってアメリカ経営学による日本的
経営活動展開にあたっての支障や限界が顕著になってきたことによって，「日
本型経営」のみなおしや再検討及びアメリカ経営学至上主義に対する反省とい
うかたちで日本的経営学，日本型経営の拾頭が位置づけられると考えられるの
である。
わたくしが最初に「日本的経営学」や「日本型経営」について強い研究的関
心を抱いたのはアメリカ経営学の中で個々の管理論を体系的にとりあげ，その
実務への適用を図ろうとする場合に日本的経営土壌及び日本人労働者の労働意
識とアメリカ経営管理（とりわけ労務管理の領域の中で）との間に多くの限界や制
1)主な著作として，間宏著「日本的経営』日経新書，昭和46年，高田馨，細井卓編『日
本的経営の特質』ダイヤモンド社，昭和49年，山城章著『日本的経営論』丸善，昭和
51年，津田真激著『日本的経営の論理」中央経済社，昭和52年，岩田竜子著『日本的
経営の編成原理』文真堂，昭和52年。
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約や支障がみいだされ経営活動の目的遂行や経営活動の発展にとって阻害とな
ったり，またその目的遂行や経営活動の発展を不可能にするといったいわゆる
日本の経営環境におけるアメリカ経営学の適用の限界性を強く認識したことに
よるものである。前述のようにアメリカ経営学の導入期においては専ら従来の
日本の伝統的経営の短所や欠点だけが事更に強く指摘され，合理性，近代性と
いう観点からアメリカ経営学の導入について個別企業が必死にとりくんできた
のである。この場合われわれがみ落したり軽視してきた点は経営なり経営学が
一つの文化的所産であるということと，この社会的文化的土壌の差違によって
この土壌で生活する人々の意識や行動のし方，とりわけ労働意識，労働観，労
働に対するモティベーション，働くモラール等に差違があるということであ
る。
以上のような問題意識の上にたって従来の伝統的な日本的経営の長所や特徴
について再検討し，この長所や特徴を更に経営活動の発展に結びつけるための
経営諸制度や労務管理はいかにあるべきかについてその一端を私見として論じ
てきた2)。次ぎに問題となる点はこのような日本型経営の再構築の上にたって
日本企業が海外に進出し，進出国において経営活動を展開していこうとする場
合，その経営管理過程の土台となっている日本型経営管理の国際的適応性の如
何が課題となる。とりわけわが国の経営活動過程において人事・労務管理は直
接“人”を対象とするものであり日本人を対象として取扱うものであるから進
出国の異質文化の人々にもこの日本型経営が適応するかどうか，問題点はなに
かを明確にすることによって国際的適応性を有した「日本型経営」や「日本的
経営学」として体系化することが今後のわが国の経営学の確立に際して必要で
あると考えて，日本企業の海外進出に伴なう経営のあり方，問題点を外国の進
2)山下昌美稿， 「日本的労務管理序説」近畿大学「商経学叢」， No. 49, 昭和49年
” 
” 
「日本的労務管理展開の基底」
「雇用管理の日本的特質」
” No. 50 11 
II No. 51, 昭和50年
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出企業と比較検討して考察をすすめてきている 3)。
本稿においては上記問題意識の延長線上にある比較経営の問題，さらには海
外進出国での経営活動展開にあたっての諸問題を実態調査をふまえて論究して
いきたい。
尚本稿作成にあたって近畿大学学内研究助成金をうけたことをここに記し謝
意を示します。
r. 企業の海外進出と国際経営
経営学の領域に“比較鯰を中心概念とした国際経営学が存在する。この比較
を中心とした国際経営学を比較分析のモデルを使ってみてみると次のように示
すことができよう。
(A) (A) : (C) (C) 
自国の経営過程← → 外国の経営過程
自国i晶ぶ疇← (B), (D)→二叫こ
CA) : CC)の関係は比較というよりも対称としてとりあげることができ分析
的なものではない。 (B):(C)も同様であり真の比較的記述であるとはいえな
い。このモデルにおける真の比較分析は次式で示される。
CA) : (B)=(C): CD) 
3)山下昌美稿， 「日本型労務管理の国際的適応と問題点」近畿大学労働問題研究所，
「労働問題研究」,No. 2, 昭和50年
” 「タイにおける日系企業の労務管理」 ” 
’ No. 3, 昭和51年
” 「海外企業進出と文化環境」 II 
II No. 5, 昭和52年
” 「台湾労働者の意識の実態」 ’ , No. 6 ’ 
II 「香港の労働事情と労働者意識の実態」 ’ 
‘’ No. 7, 昭和53年
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すなわち比較分析にあっては2国以上の国における経営とその環境との間の
関係の比較を考えるものである。
国際経営論の理論的柱として比較経営論と国際経営論を指摘することがで
き，これらは相互に関連してはいるが明らかに区別しうる部分的研究対象を取
扱うものである。前者の比較経営論は異種文化基盤における経営状態の比較を
取扱い経営活動の結果としての全般的経営効率が各国において著しく異なるか
否かということを探求し分析することを主たる目的としている。後者の国際経
営論は主として多国籍企業の経営を取扱うものであって国境をはなれて生産の
三要素が生産活動に寄与するについての様々な経営上の諸問題を取扱うもので
あって，国際経営研究の中心は国際的に企業がいかに，よりよく経営しうるか
を究明するものであるといえよう。本稿の主題である「日本型経営の国際的適
応性」についての考察検討は比較経営論と国際経営論の両方にまたがるもので
あり，換言すれば比較経営論と国際経営論の研究領域の中に日本型経営システ
ムの適応性についての検討は不可欠の研究課題であるといえるものである。実
際的な問題として日本企業が海外進出し，進出国で経営活動を展開する場合，
それは文化の所産である経営システムの国際的移転であり移植であるといいう
る。この移転ならびに移植について従来は完全なる移転ならびに移植が可能で
あるという前提にたって何らの疑義なしに移転ならびに移植を推進してきたの
である。しかし文化の所産としての経営システムの国際的移転ならびに移植に
ついては，①すべての環境条件の下においても妥当であり従って一国から他国
ヘ容易に移転，移植しうるものと，③厳格な特殊環境条件下においては有効な
ものと，③特殊な場合にとって独特であって他にどのような状況に対してもト
ランスファーされえないというもの，の 3つの概念が指摘できうる。
上記3つの概念にもとづいて日本企業が海外進出する場合の経営システムの
トランスファーの可否について検討する場合，日本企業の経営システムの全て
を対象としてとらえることは容易ではないので，その特徴的な部分を摘出して
とらえざるをえないのではないかと考えられる。
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さて一般的にみて日本型経営の特徴としては次の 3つをあげることができよ
ぅ4)。すなわち①年功序列賃金制度②終身雇用制⑧企業別労働組合である。
上記3つの特徴が全てそのままの内容や程度で移転移植できうるのか，ある
いは修正して移転すべきであるのか，その場合どの部分をどのようにどの程度
修正すべきなのかどうか，を十分検討してトランスファーできえない部分を明
確に把握しその移転移植の代りにそれに代わるべき経営システムの開発導入を
検討すべきであろう。
さて近年多国籍企業の経営行動について種々の批判や問題点が指摘され，今
後の多国籍企業の経営行動が大きく問直されてきている。 このように批判さ
れ，問題が指摘されている多国籍企業は日系企業に代表される場合が多い，そ
の顕著な例としては特に東南アジア諸国における日系企業批判は枚挙にいとま
がない程数多く表われ，またそれに伴なう反日運動も顕在化ならびに潜在化し
ていていつもえひろがるかといった危険性を有している。これら種々の日系企
業批判の根拠やその原因については単純にわりきることができない程問題が複
雑に重なりあっているとみることができよう。わたくしはこの日系企業批判の
源泉を進出国における日系企業の経営行動とりわけ人事・労務管理や労使関係
面に求め，特に人事・労務管理システムの現地適応性といった観点からみるこ
とが重要であろうと思っている。
発展途上国に進出する日系企業の労働問題を取扱った論稿は最近多く発表さ
れてきているが，一般的に共通することは，当該国及び当該企業の特殊性とそ
の間の問題の多様性を指摘し，結論的には「現地化」といった企業の適応論理
の必要性を強調している場合が多いようにみうけられる。しかし深く考察して
いくときにこの「現地化」は一元論的に片付けられるものではなく内容的には
多様であり広範であり，現実に実施して完全なる「現地化」をはかることは容
易ではないのである。
4) J. アベグレン，占部都美監訳， r日本の経営Jダイヤモンド社，昭和35年刊。
O.E.C.D., The Development of I: 叫ustrialRelations System, 1977年。
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ここでいう「現地化」とはいわゆる多国籍企業の進出国における適応行動の
ための政策原理であるとみることができ，具体的には資本参加の実体である合
弁企業の行動をとおして展開するものであり，このいみで形式的にみれば現地
化は進出親企業の行動そのものでもなく，また受入国企業の行動そのものでも
なく，あくまでも新たに設立された合弁企業の選択行動であるといえる。この
選択行動としての現地化は一般的に異なる政治，文化，経済，社会の状況の下
で企業活動がもたらす緊張や衝撃の緩和を意図する積極的態度であるといえ
る。このような緊張や衝撃は当該社会の諸局面の人々に影響をもたらすもので
あるが，とりわけ職場社会の労使関係に大きく影響し，それが直接に企業経営
活動に結びつくばかりか，当該企業の存立さえも否定されるといったところま
でに発展する可能性があるが故に問題は重大である。
ところでこの「現地化」という問題意識は企業の論理が標榜するいわゆる
「工業化」に対する一元的発展論についての反省に基礎をおく新しい視点であ
り，それは理論的には「工業化における共通性と多様性」に焦点をおいた多元
論であるといえる。それは文化人類学でいう文化接触ないしは文化変容の理論
にもとづき，それは異文化をもつ集団相互間の持続的かつ腹接的接触による異
文化の包摂または変動の過程をいみするものである。また社会学の領域でいう
文化遅滞 (culturallag)の理論の中で物質文化，特に技術の進歩に適応的な制
度と非物質文化とりわけ人間がもつ意識との間の時間的適応のズレをもたらす
緊張や衝撃関係の作用を問題とするものである。これらの考え方には共に各々
の社会に特有な価値体系や行動様式があり，それが工業化への過程を多元的な
ものにしていくのであり，具体的には先進工業国と発展途上国との間で設立さ
れる合弁企業が選択しうる適応行動によって立証の場が与えられる。すなわち
「現地化」の意味と課題は合弁企業の場合に典型的なものになる。それは合弁
企業こそ資本参加の実体をもち，また国際性ないし文化接触の実践の場だと考
えられるし，さらにこの合弁企業の経営活動の中における人的な面の過程や活
動（労務管理や労使関係）こそ正にその中枢的存在であるといえるのである。
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さていままでの日系企業の海外進出に関する問題のとらえ方は，いわゆる企
業論理の観点から一元論的に展開されてきた感がつよい。しかし前述のように
「現地化」という多元的観点からとらえていった場合に文化接触ないし文化変
容，文化遅滞の局面を無視することはできないし，この面を優先的に重視する
ことにより結果として，企業存続，収益の獲得，安定的労使関係の確立等が実
現され約束されうるのである。そのいみで進出企業にとって文化的局面の重視
は十分条件であるといえよう。
さて実際に日系企業はどの程度この「現地化」といった多元的銀点から海外
進出をしているか，また進出国においてこの多元的観点から日常経営活動を展
開しているかどうかについて他の外国の進出企業の経営活動と比較しながら問
題点を指摘していきたい。
I[. 香港における日系企業，欧米系企業，民族系企業の
経営実態比較
ここでは香港における日系企業，欧米系企業，民族系企業の経営実態ー特に
経営労務の実態とその相互比較を通じて日本型経営の特徴とその国際的適応性
ーについて考究していきたい。
尚上記考察にあたっての調査対象企業は日系企業7社（昭和51年8月実施），
欧米系企業18社（昭和52年1月実施），民族系企業7社（昭和51年8月実施）であり
共に質問票を郵送し回答をえたものである。
尚本稿では特に日本型経営の国際的適応性と限界を検討するために日系企業
の回答を中心としてみながら問題点を明らかにしていきたい。
(1) 労務管理の基本姿勢
各国の企業は香港においていかなる労務管理の基本姿勢をとっているかにつ
いてみてみると，日系企業の場合には「日本的労務管理の長所をもちこむ」「新
たに現地向き労務管理の開発」が各50%と最多であった。これに対して欧米系
企業の場合には「現地環境に応じた新しい政策の開発」が84.2%であり，「欧
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米的労務管理のもちこみ」は15.8彩であった。
民族系企業の場合にその基本姿勢は「欧米的企業の労務管理の研究」が43彩
であり，次いで「香港の労務管理方式の導入」が28彩であった。
この回答をみても欧米的企業と民族系企業との間には強い関連性があると同
時に「現地環境に応じた新しい政策の開発」といったところに欧米系企業の場
合重点が強くおかれているようである。私見によれば「日本的労務管理の長所
をもちこむ」といった考え方は確かに回答としては合格水準に達しているが，
しかし実施という点からみると日本的労務管理の長所が果して進出国でも長所
となりうるかどうか，（進出国の人々が長所と認めるかどうか，また長所としての特徴
を発揮しうるような環境条件であるかどうか）検討の余地があろう。 このことから
みて「現地環境に応じた新しい政策の開発」が基本姿勢として至当であろう。
(2) 労務管理の方針
日系企業の労務管理方針は「日本人従業員については本社，現地従業員につ
いては現地権限である」が58彩と最多であり，「全面的に現地が権限をもって
いる」というのが43彩と続いている。
欧米系企業の場合「全面的に現地が権限をもっている」が100彩となってお
り，現地主義が徹底しているようである。
日系企業の場合日本国内においても本社部門が権限を集中的にもった本社中
心主義の組織形態をとっており，また一方で本社部門が統括的なコントロール
クワーの役割をもっている。このような組織のあり方が海外進出の場合にも延
長的にとられるようであるがこのような組織形態の短所としては現地における
意思決定が全て本社の決定によるということから意思決定の遅延とか，現地の
実情に応じた意思決定がなされなかったり，ゆがめられたりする等をあげるこ
とができる。
このことと関連して現地進出企業の登用制度については日系企業の場合「当
地規定に添って全社員に適用」 40彩「日本人社員は本社規定，現地社員は当地
規定」が60彩となっている。この制度からみて日系企業の場合には，日本人社
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員と現地社員との間に差別的管理が存在すると現地社員から指摘される場合が
多い。従ってこのような登用制度も本社集中方式の一環であるとみることがで
きよう。
欧米系企業の場合「現地規定に添って全社員に適用」というのが実に83.3彩
になっている，これをみてもいかに欧米系企業が現地権限をみとめ現地主義を
つらぬこうとしているかが判るであろう。
またこのことに関連して現地社員の中間管理者への登用については，日系企
業では「積極的に実施している」が66.7彩であるのに対して，欧米系企業では
それが83.3彩になっている。この実態をみても日系企業では直接管理を志向
し，欧米系企業では間接管理志向が強いといえる。
このことは更に賃金支払方法についてもいえることであって，日系企業の場
合には「日本人には本社規定，現地人には当地の規定」というのが72%にのぼ
っている。これに対して欧米系企業の場合には「全ての社員に当地の規定を適
用」というのが53.3彩であり，「特に規定なし」というのが33.3彩にのぼって
いるのは大きいちがいであるといえよう。
賃金体系についてみてみると日系企業では現地では年功序列賃金を全く適用
しておらず，日本人には本社規定を適用し，現地社員にはほとんど職務給制，
職能給制を採用している。一方欧米系企業では「全社員に年功序列賃金を適用
している」というのが26.1彩にのぼり，次いで「当地の社員に能力給を適用」
というのが21.7彩にのぼっている。
これらの点をみても当初の「日本的経営の長所をもちこむ」といった姿勢を
もちながら現実には個々の管理の内容をみると日本型経営の特徴である年功的
人事管理は現地社員には全くといってもよい程適用されていない。このことは
後述するように企業内福利厚生活動面においてもその適用が実施されていない
のである。
(3) 定着性
進出国で日本人管理者からよくきくことは現地社員の定着性は日本の場合と
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較べて低く労務管理上の大きい課題であるということであるが，すでにみてき
たようにこの定着性の問題を考える場合には併せてその国の工業化の程度や労
働市場構造等の背景を考える必要がある5)。
さて香港において日系企業は「定着性はよい」と答えたものが71彩にのぼ
り，欧米系企業の場合には66.7彩の企業が定着性はよいと回答している。現地
従業員の平均定着期間について日系企業では男子5年以上が57彩と最多で，女
子は 3年以上が42.8彩と最多である。欧米系企業の場合には男子3年が34彩と
最多で，女子も同様3年で34彩である。民族系企業の場合には男子が5年以上
というのが70.1彩と最多で，女子も同様に 5年以上というのが33.3彩と最多で
ある。この面をみると欧米系企業の定着性は日系企業，民族系企業に較べて低
いといえるようである。また現地社員管理の重点は定着性においているのか，
あるいは新規雇用においているのかについてみると，日系企業の場合「定着性
を重視している」のが85.7彩にのぼり，欧米系企業の場合には89.5彩であり，
民族系企業の場合にも83.3彩が「定着性の重視」に重点をおいている。
また現地従業員の定着性向上に効果的な施策としては次のように示すことが
できる。
順位1 日 系 企 業 1順位1欧米系企業 1順位1民族系企業
1. 賃金水準の上昇 1. 賃金水準の上昇 1. 賃金水準の上昇
2. 年功賃金による定期 2. フレンジ・ベネフィ 2. 福利厚生の充実
昇給の充実 ットの充実
3. 福利厚生の充実 3. 年功賃金による定期 3. 年功賃金による定期
昇給の充実 昇給の充実
4. 終身雇用による退職 4. 福利厚生の充実 4. 労働時間の短縮
金制度の充実
5. ライン監督者の監督 5. 昇進制度 5. フレンジ・ベネフィ
能力の向上 ットの充実
(4) 教育訓練
従業員に対する教育訓練はあらゆる角度からみて絶対不可欠のものでありな
5)この点については山下昌美稿「労働問題研究」， No.2, 3. を参照されたい。
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がら日系企業の場合71彩の企業が教育訓練を実施していない。欧米系企業の場
合「全従業員に定期的に行っている」というのが50彩であり， 「新入社員だけ
実施している」というのが35%にのぽっている。
民族系企業の場合は「実施していない」が57形であり， 「特定のエ員にだけ
実施している」というのが28彩である。これらの実態からみて日系企業の教育
訓練に対する無関心さがここに顕著に表われているといえる。
日系企業の教育訓練の無関心さにはついては教育スタッフの不足，教育方針
の未確立等があげられるが更に労働力の質的差違に対する考え方に問題がある
といえよう。すなわち日本における労働力の質については同質的であり，さら
に労働者の職務能力の向上については労働者自身が体験をとおして自分自身で
職務能力の向上を図ることを求めているのである。このような考え方をそのま
ま海外の労働者にあてはめて施策をとることは適当ではないのである。この点
で欧米系企業の教育訓練に対する考え方と大いなる違いがあるといえよう。
(5) 部下管理
まず現地監督者の部下管理に対する日系企業側の希望事項としては「組織へ
の協力や安定や関心をたかめる」が80彩になっている。
欧米系企業の場合には「OJTを通しての技術熟練度の向上」が55.6彩と最
多であり，続いて「部下に対して公私両面に関心をもっ」が22.2彩となってい
る。
民族系企業の場合には「OJTを通しての技術熟練度の向上」が50彩であ
り，続いて「組織への協力や安定や関心をたかめる」が30彩となっている。
日系企業と欧米系企業の場合とを比較して前者は組織への服従や帰属意識を
強く求めるのに対して，後者は直接に技術熟練度の向上を現地監督者に求める
ところに顕著なちがいが指摘しうる。
日系企業の場合，日本国内においては従業員の組織への服従や帰属意識の強
化を監督者に求めることは組織目的からみても当然であろうが，進出国におい
てこのことを現地監督者に求めることは監督者自身としてもこのような意識は
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薄弱であり，さらにそれを部下に指導するまでにもっていくには並大抵のこと
ではなかろうということができよう。そのいみでその実現は容易なことではな
いと考えられる。
次いで企業の考える現地従業員に対するイメージについては次のようであ
る。これをみてもイメージのちがいと対従業員観のちがいを認識することがで
きる。
日 系 企 業 I 欧 米 系 企 業
1. 自発性がない 1. 監督をきびしくする必要がある
2. 創造性がない 2. 創造性がない
3. 協調性がない 3. 自発性がない
4. 日本人にとけこまない 4. 命令に忠実でない
(6) 福利厚生活動
現在香港で実施している福利厚生活動についてその実態を比較検討してみよ
う。
順位1 日系企業 1順位1 欧米系企業 I順位1 民族系企業
1. ,6. コ 食 1. A-コズ 食 1. 慰安旅行
2. 慰安旅行 2. 慰安旅行 2. 食 堂
3. 作業服貸与 3. 食 堂 3. 診察所
4. 昼食支給 4. 作業衣貸与 4. 結婚資金の貸与
5. 日本への研修旅行 5. 安全教育 5. 作業服貸与
6. 食 堂 6. 運動施設 6. 運動施設
7. 朝 礼 7. 浴 室 7. ム云 食
8. 苦情処理制度 8. 寄宿舎 8. ダンスパーティ
前述の定着性向上策について日系企業はこの「福利厚生活動」をかなり重視
しているようであるが，果してどのような福利厚生活動を展開しており，日系
企業以外の他の企業と比較してどうかということをみたのが上表である。実態
把握の以前においては日系企業の福利厚生活動は他の国の企業の福利厚生活動
に比してかなり充実しているであろうと推測していたが，上表のとおり他国の
実施状況と比較して特に充実しているとはいえない。それよりも質問票で示し
日本型経営労務の国際的適応性（山下） 467 
た福利厚生活動37項目の内実施しているのは僅か11項目でしかなかった。参考
迄に欧米系企業の場合には37項目中21項目に実施の丸印がつけられている。こ
のことからみて欧米系企業の方が日系企業に比してより広範な福利厚生活動を
展開しているとみることができよう。この点についておそらく日本国内におい
てはかなり広範で充実した福利厚生活動が展開されているであろうに，海外進
出国においては上記にみたように充分なる福利厚生活動を展開していないよう
である。福利厚生活動は日本型経営の一つの大きな経営特徴であるのに海外進
出の場合にはこの日本型経営がもちこまれていない。さらに欧米系企業や民族
系企業においては日系企業よりもこの福利厚生活動についてより充実した活動
を積極的に展開しているとみることができよう。
(7) 効果的労務管理のあり方
最後に香港における効果的労務管理の最重要々件をみると次のようである。
順位1 日 系 企 業佃叫欧米系企業憚叫民族系企業
1. 賃金水準支払方法を工 1. 長い目で現地従業員の 1. 長い目で従業員を理解
夫する 理解を得るようにする する
2. 長い目で現地従業員の 2. 現地型労務管理の開発 2. 賃金水準支払方法を工
理解を得るようにする 夫する
3. 日本人とは違った考え 3. 監督者の能力の開発 3. 労務管理の権限を管理
方，発想行動をもって 者に委任
いることに注意する
4. 現地型労務管理の開発 4. 賃金水準支払方法を工 4. 労務管理部門組織の充
夫する 実
ここではいかなる労務管理の実施が効果的であるかをみようとしたものであ
るが，上記の表からみて欧米系企業の方が日系企業よりも「現地化」に対する
姿勢が強いとみることができようし，また民族系企業が考えている項目につい
て日系企業は今後検討し実施する必要があろう。
おわリに
以上，海外進出国における日系企業の経営管理活動を他の外国系企業の経営
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管理活動と比較しながらその実態及び問題点をみてきたのであるが，上記論述
をとおして本稿のテーマである「日本型経営労務の国際的適応性」についての
一応の結論をここでまとめてみたい。
まず最初に指摘せねばならないことは，前述の日系企業が海外特にここでは
•香港で行っている経営システムをはたして「日本型経営」と規定しうるかどう
かという点である。すでにみてきたように年功序列制は現実には実施されてい
ないようであるし，また企業内福利厚生活動も充分には展開されていないよう
で，いわゆる日本国内における経営システムの内で「日本型経営」の特徴と考
えられるシステムが海外では充分実施されていないしまた充分機能していない
ということができる。これは香港進出の場合だけでなく既に実施した調査にお
いてクイやその他の東南アジア諸国への進出の場合にもいえることである。
従って日系企業は日本型の経営システムをそのまま移行移植しようとするの
ではなく，日系企業にとって都合のよいシステム—企業の論理からみた企業
サイドのシステム—だけを進出国にもちこんで管理活動を展開するといった
きらいがとりわけ強いのであり，この点について進出国の労働者から多くの批
難をうけている p このように日系企業は海外進出にあたってその管理システム
は国内のシステムをそのままもちこまないでいるということは決して現地サイ
ドの管理システムを新しく開発して実施しているということをいみするもので
はない。すでにみたように特に欧米系企業の管理システムと比較した場合に
「現地中心」や「現地重視」の管理システムでないことは明白である。
これらのことはさかのぽって考えれば結局日系企業は「安い労働力」や「有
利な投資環境」だけを求めた海外進出であり， 「現地化」とか「現地適応」と
いったことを全く無視した進出であるということができる。従って「日本型経
営システムの国際的適応性」を論じる場合に，単に経営システムの国際性の有
無を論じるだけでは決して問題の解明にはならず，進出企業の進出の意図を含
めた進出企業の経営者の経営理念の如何が大きい課題となるのである。
次ぎにこのことと関連して日本型経営の海外での成功例をとりあげ上記私見
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を裏付けていきたい。
まず「アメリカで成功する日本式経営」としてスタンフォード大学ビジネス
スクールの研究ではソニーのサンディエゴ工場での日本型経営の成功例が詳細
に紹介されている6)。
この中で日本的アプローチの特色として①情報は下から上に流れることを強
調する点，③トップは命令を発するのではなくて質問を発するという点，③中
間管理層はイニシエーターと調整役の二重の立場に立っている点，④コンセン
サス中心の意思決定過程，⑥従業員を仕事の面だけでなく全人格として関心を
示す，といった 5点を指摘している。そして日本的経営システムの特徴である
福利厚生活動，終身雇用，ボーナス制度等はほとんど実施されていない，と報
告されている。従ってこの場合経営制度は日本型が移植されていないが，日常
の管理技術面について日本型が移植され成功を収めているようである。特にこ
の報告では対従業員関係について日本式アプローチがたかく評価され「アメリ
力企業では人は生産性だけで評価し，個人的なことは仕事にもちこんではなら
ないと考えるが，日本人は人間全体をとりあげてその人間がしあわせかどうか
をいつもみていなければならないと考える」といった従業員観のちがいを指摘
している。
一方最近報告されたキッコーマン醤油のアメリカ進出の成功例の中では7)終
身雇用，年功序列制は採用せずに人事管理は日米混合型で意思決定については
日本型をとり，特に「現地化」を志向しそのための施策としては， ①現地人
の活用と登用，②地域にとけこむ，⑧権限の委譲といったことがあげられてい
る。
このようにみてくると日本型経営システムの移行移植と共に日常の職場管理
における対従業員関係の理念として「従業員を全人格的に取扱う」といったこ
6)ジョンソン・オーウチ，「アメリカで成功する日本式経営」中央公論経営問題， 昭和
49年冬季号。
7)「アメリカで人気沸騰の日本型経営」週刊ダイヤモンド， '78, 3月18日号。
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とを実践していくことがきわめて有効であるといえるが，そのためには管理者
層にこれらの理念をもち実践しうる日本人管理者の配置が必要になるといえる
ようである。
結局結論的には前記報告でも指摘しているように8) 「中途半端が危険なよう
で能率的に企業を運営するには圧倒的にアメリカ的にやるか，さもなければ圧
倒的に日本的にやらなければならないようである。先の例でも判るとおり中途
で妥協すると双方の最悪の部分を取りこんでそれぞれの意思決定サイクルの邪
魔をしてあぶはちとらずに終るのではないか」といった忠告は前述の私見と併
せて傾聴に値いするであろう。
8)前掲，ジョンソン・オーウチ論文。
